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本業務の実施内容 2

公共施設再配置計画の策定（第１次：１０年間）
・モデル事業の実施
・市民ワークショップの実施

長寿命化計画の策定
・公共建築物点検マニュアルの策定・公共建築物点検マニュアルの策定

 長野市公共施設マネジメント指針（平成27年7月）
＋

公共施設等総合管理計画の策定



本業務の実施スケジュール 3
年
/月
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貴
市
弊
社

業
務

開
始

業
務

完
了

◎

(1) 施設データベース作成 ◎
(2) 実態調査 ◎

(3)
修繕・建替え費用予測シ
ミュレーション

◎

(4) データ分析 ◎

◎

(1)
モデル事業を含む再配置
計画

◎

◎
(1) 長寿命化計画（案）作成 ◎

◎

公共施設データの整理、調査
及び分析

再配置計画（案）の策定

長寿命化計画（案）の策定

公共建築物点検マニュアルの
策定

1

2

3

4

作業
担当

№ 事業内容

◎

(1)
公共建築物点検マニュア
ルの策定 ◎

◎

(1)
総合管理計画（案）の策
定 ◎

◎

(1)
市民への周知、啓発活動

◎

(2) 市民ワークショップ ◎
◎

(1)
施設保全に関する職員研
修

◎

(2)
公共施設適正化検討委
員会

◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3)
公共施設マネジメント推
進検討会議

◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(4) ワーキング部会 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 ◎

9 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5

6

策定

総合管理計画（案）の策定

市民合意形成支援

7 会議等開催運営支援

その他公共施設マネジメント
の推進支援

定期的打ち合わせ

啓発リーフレット 啓発リーフレット



主な追加調査の内容 4

実態調査 計画策定へ向けた検討
公共施設再配置計画の策定
・大規模改修時点での築年数
→建物別
・老朽化状況の調査（P10参照）
→建物別
・利用者数（データのない施設）
→施設別

・簡易施設評価結果の見直し
→担当所管の視点から評価結果の妥当性を確認
・地区別に優先して維持する機能の検討
→市の総合戦略や将来人口の推計結果を踏まえ、
各地区の方向性を検討

・個別施設の方向性を検討
→簡易施設評価結果を踏まえ、施設の方向性を検討

長寿命化計画の策定
・担当部局が作成する長寿命化計画
（道路、橋梁、上下水、等）
・過去3年間分の建物修繕費
→Ｈ24年のデータ
（H25、H26は収集済み）

・インフラ施設の優先順位の検討
→インフラ施設のＬＣＣを算出し、更新需要の集中を是正
・施設保全に関する職員研修への参加

（維持保全、利用検討、更新検討、用途廃止）
・複合化や統廃合、移転等の実現可能性を検討
→条例等による用途変更の制限を考慮、
複合化による管理手法の検討（例：小学校＋公民館）

・モデル事業（対象施設のみ）
→詳細な施設情報調査（図面等）、利用者アンケート調査等



本業務における基本的な考え方 5

FMを進める手順と段階

参考資料：公共施設マネジメントハンドブック－「新しくつくる」から「賢くつかう」へ
監修：小松幸夫、著：堤洋樹 他



公共施設再配置計画 6

 実施スケジュール
成果報告①：全保有施設の実態把握 → Ｈ２７年／１２月予定
成果報告②：公共施設再配置計画案の策定 → Ｈ２８年／７月予定
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成
果
報
告

成
果
報
告

パ
ブ
コ
メ

業
務
完
了

①

②

イ

（１）全保有施設の実態把握

ア

保有施設の簡易評価

追加調査の実施

施設情報の分析・整理

都市機能別の将来需要と供給量の分析

作業項目

イ

（２）モデル事業の実施

① 対象近隣建物の実態把握

②

③ 報告書の作成

モデル事業Ⅱ

① 対象近隣建物の実態把握

②

③ 報告書の作成

ウ 市民ワークショップの実施 ① ② ③

再配置計画案の作成（庁内検討事項）

①

②

③

④

⑤

⑥

イ

都市機能別の将来需要と供給量の分析

ア

モデル事業Ⅰ（堤先生依頼案）

簡易施設評価結果の見直し

最終成果物の作成

地区別に優先して維持する機能の検討

個別施設の方向性を検討

縮減目標の達成度を確認

第１次計画の対象施設を決定

複合化や統廃合、移転等の実現可能性を検討

ア

成果報告

イ
成果報告

（３）公共施設再配置計画の作成



全保有施設の実態把握 7

 地区別の状況を見える化

・小学校、中学校、幼稚園
・デイサービス、特別養護老人ホーム
・体育施設
・市営住宅（民間借上）
・保育所
・郵便局 等

保有施設の簡易評価

保有する
全公共施設

維持継続
利用検討
更新検討
用途廃止

各種民間サービスの立地状況調査

浅川
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朝
陽

安茂里

小田切

七二会

信更

松代

若穂

川
中
島

更北

大豆島

芋井
古里

篠ノ井

第一

第ニ

芹田

古牧

三輪
吉田

戸 隠

鬼無里

豊野

大岡

中条

信州新町

第三

第五

第四

公共施設の将来需要と供給量の分析

2010年 2060年

学校教育施設・子育て支援施設 高齢者支援施設 その他施設

例）地区の人口推計に合わせた将来需要

38%縮減施
設
総
量
（
㎡
）

地区別に施設総量縮減
へ向けた目標値を算出し、
用途変更や複合化を検討

地図へ反映



保有施設の簡易評価 8

高
↑
利
用
の
状
況
↓
低

継続保全
長寿命化対策を講じ、将
来コストの低減を図る

更新検討
利用促進策を講じ、予防
保全による長寿命化で将
来コストの低減を図る

利用検討
複合化や多機能化等を再
配置計画の中で検討する

用途廃止
廃止等を含め再配置計画
で優先的に検討する

○評価指標
①利用度
→延床面積／利用者数
②運用費用度
→行政コスト／利用者数

＊行政コスト
→光熱水費、建物管理委託費、修繕費、減価償却費

利用の状況【施設評価マトリックス】

高 ← 老朽化の状況 → 低

○評価指標
①建物劣化度
→建築年・耐震性による概算式

②建物保全度（劣化度総合判定評価）

法定点検、過去の劣化診断、
アンケート調査、現状確認調査から
総合的に保全状態を判定いたします。

老朽化の状況

施設情報による分析結果と実際の劣化状況に
乖離がないよう現地調査を実施

目視による現状確認調査
対象建物：10施設／40棟程度

延
床
面
積

建設年度



保有施設の簡易評価－老朽化の状況 9

① 建物劣化度
概算式の値が100%に近いほど経年によって劣化が進んでいると推察され、大規
模な耐震改修や更新の必要性が高い施設だと簡易的に判断いたします。

A： 45%以上、B： 35%以上45%未満、
C： 20%以上35%未満、D： 20%未満



保有施設の簡易評価－老朽化の状況 10

② 建物保全度
施設に対して行われている点検や報告を基に管理状態を把握し、施設の保全性を
評価いたします。

A,B,C,D X

A. 指摘事項無し、または対応済み
B. 指摘事項有り（改善予定有り）
C. 既存不適格有り（対応予定有り）、
または指摘事項有り（対応予定無し）

D. 既存不適格有り（対応予定無し）
X. 未実施、または実施対象外

施設管理者へのアンケート調査
１２条点検の実施状況 消防点検の実施状況

A. 問題なし
B. 設備の年数経過等
C. 設備の交換・容量不足等
D. 設備の不動作等

劣化診断の実施状況

A
劣化診断結果
から評価

目視による調査 A. 目立った破損・外傷はない
B. 微細な破損・外傷は存在するが、事故
(タイルの落下等)に結び付く可能性は少ない

C. 大規模な改修等は行っていないため、
破損・外傷が目立つ

D. 事故発生の可能性が高く、早急な対応が
必要である

X. 確認できない箇所が多い、または未実施A,B,C,D,X

B

D. 設備の不動作等
X. 未実施、または情報なし

A,B,C,D,X

Ａ. 劣化診断を実施済み
Ｂ. 劣化診断を実施していない



保有施設の簡易評価－利用の状況 11

① 利用度

概算式
＝延床面積／利用者数

② 運用費用度

各項目の評価は「機能」分類の平均値を基準に評価を行います。

A. 用途分類「利用」ごとの平均×80%未満
B. 用途分類「利用」ごとの平均×80%以上120%未満
C. 用途分類「利用」ごとの平均×120%以上140%未満
D. 用途分類「利用」ごとの平均×140%以上
X. 情報なし、評価対象外

A. 用途分類「利用」ごとの平均 80%未満
概算式
＝行政コスト／利用者数

A. 用途分類「利用」ごとの平均×80%未満
B. 用途分類「利用」ごとの平均×80%以上120%未満
C. 用途分類「利用」ごとの平均×120%以上140%未満
D. 用途分類「利用」ごとの平均×140%以上
X. 情報なし、評価対象外

＊行政コスト
→光熱水費、建物管理委託費、修繕費、減価償却費



「機能」用途分類（中条地区を例として） 12

既成概念にとらわれず公共施設の現状把握、再配置の検討を行うための用途分類
窓口
サービス 活動 特定 居住宿泊 設備衛生 倉庫通路等 未利用

公用 中条支所 ー ー ー ー ー ー

教育文化 中条歴史民俗資
料館

中条体育館、中
条公民館、中条
マレットゴルフ
場、中条音楽堂、
中条屋内運動場

中条小学校、
中条中学校 宮教員住宅 ー ー ー

福利厚生 ー 中条会館

なかじょう保育
園、けやき、中
条社会就労セン
ター、中条老人

ー 国民健康保険中
条診療所 ー ー

所管
利用

ター、中条老人
福祉センター

条診療所

建設交通 ー ー ー
田越団地、
ライヴリィなか
じょう団地、
上五十里団地

ー ー ー

警察消防 ー ー ー ー ー ー ー

その他省庁
中条地域特産物
販売施設、中条
農林産物直売施
設

ー ー 中条地域振興施
設やきもち家

中条農産物加工
実習室、中条特
産品開発セン
ター、やきもち
加工所

ー ー

公営企業 ー ー ー ー ー ー ー

平均値算出 → 比較分析



参考資料：「所管」「機能」用途分類について 13

所管

•都道府県庁舎、市区役所、町村役場、分庁舎 など

公用（庁舎など公用財産に当たる建物）

•学校建物、幼稚園、美術館、図書館、旧宅、など

教育文化（文部科学省が管理する建物）

•保育所、保育園、職業訓練校、高齢者建物、障害者建物 など

福利厚生（厚生労働省が管理する建物）

•庁舎、出張所、図書館、美術館、旧宅 など

窓口サービス（主に個人で利用・サービスを受ける建物）

•集会所、青年館、公園、運動公園、体育館 など

活動（主に運動・集会などの活動に用いる建物）

•校舎、教室等、保育園、保育所、学童保育所、管理棟 など

特定（利用者が特定されている建物）

利用

•公営住宅、公営団地、駐輪場、防災倉庫 など

建設交通（国土交通省が管理する建物）

•警察署、交番、駐在所、消防署、消防機庫 など

警察消防（総務省、法務省が管理する建物）

•公園、体育館、集会所 など

その他省庁（上記以外の省庁が管理する建物）

•浄水場、処理場、井戸 など

公営企業（公営企業が利用している建物）

•公営住宅、公営団地、キャンプ施設 など

居住宿泊（住宅・宿泊に用いる建物）

•機械室、トイレ、ポンプ室、給食室等、検査等施設、井 など

設備衛生（設備や衛生機器等が主に占めている建物）

•倉庫、消防機庫、駐車場、防災倉庫 など

倉庫通路等（主に倉庫・通路など上記以外の建物）

•未利用

未利用（基本的に利用されていない建物）



公共施設の将来需要と供給量の分析 14

 実施内容

“長野市人口ビジョン”及び“長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略”策定方針
・今後の人口の変化が地域の将来に与える影響の分析
・目指すべき将来の方向性及び人口の将来展望 等

公共施設における将来需要の把握

人口 2010年(人) 2060年(人) 増減率

総計 380,000 265,000 70%

例） ＊目標設定を行う時点での延床面積を適正な施設量と仮定

2010年(㎡) 増減率 2060年(㎡)

学校教育施設、
子育て支援施設 550,000 × 0.45 250,000 

・各地区における施設量の調査（都市機能別、等）
→ＧＩＳ（地理情報システム）を活用

公共施設における供給量の把握

需要量と供給量の比較から、地区別の縮減目標を算出

0～15歳 55,000 25,000 45%

15～64歳 230,000 150,000 65%

65歳以上 95,000 90,000 95%

子育て支援施設 550,000 250,000 

高齢者支援施設 60,000 × 0.95 57,000 

その他施設 890,000 × 0.7 623,000 

将来需要面積総計（38%縮減） 930,000 



再配置計画における地区別の検討資料例 15

例）中条地区

0 
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1000 

1500 

2000 

2500 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

0～15歳 15～64歳 65歳以上

将来人口の推計イメージ



モデル事業 16

モデル事業を堤研究室（前橋工科大学）へ依頼予定
＊堤洋樹准教授：公共施設マネジメントの実践方法に関する研究や、全国自治体の公共施設マネジメントアドバイザー就任をはじめ、公共

施設管理について、事業支援・共同研究などを行っている。 共著に“公共施設マネジメントハンドブックー「新しくつく
る」から「賢くつかう」へ”など

再配置実施例：千葉県佐倉市“志津公民館”整備事業 → 現在建設中

追加調査について
・詳細な施設情報（図面、耐震診断報告書、等）
・利用者や使用者に対するアンケート調査やヒアリング

など



市民ワークショップ 17

モデル事業のうち比較的規模が大きく特徴的な個別施設の再編について、１施設、20～30 
人程度の市民参加によるワークショップを3回開催いたします。
開催時期は初回が平成28年4～5月、2回目が6～7月、3回目が8～9月と想定しており、
ワークショップで集約した意見をモデル事業の再配置計画に反映させることが目標です。

資料作成、会議のコーディネート等の支援、市民ワークショップの開催に係る広報用チラ
シ、展示パネル等を作成するとともに、会場配布資料を作成いたします。

 実施イメージ
1グループ5，6人程度で1回4グループ。「再配置後の公共施設に求められる機能」「地域全1グループ5，6人程度で1回4グループ。「再配置後の公共施設に求められる機能」「地域全
体で必要な公共サービス」等の2テーマに絞り、グループインタビューとディスカッションを
行い、項目ごとに意見をまとめます。ワークショップは1回2時間程度の所要時間とします。
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 実施スケジュール
成果報告①：修繕・建替え予測シミュレーション → Ｈ２８年／１月予定
成果報告②：長寿命化計画案の策定 → Ｈ２８年／４月予定
業務完了 → Ｈ２８年／６月予定

年
/月

27
/9

27
/10

27
/11

27
/12

28
/1

28
/2

28
/3

28
/4

28
/5

28
/6

28
/7

28
/8

28
/9

28
/10

28
/11

28
/12

29
/1

29
/2

29
/3

成
果
報
告

成
果
報
告

業
務
完
了

作業項目

（１）修繕・建替え費用予測シミュレーション

保有施設別のLCC算出

①

②

イ

（２）公共建築物点検マニュアルの策定

①

② 点検マニュアルの策定

長寿命化計画案の策定（庁内担当部署と調整）

①

② インフラ施設の優先順位の検討

イ

ア
資料収集

（３）施設保全に関する職員研修

最終成果物の策定

（4）長寿命化計画の策定

ア

保有施設別のLCC算出

追加調査の実施

施設情報の分析・整理

インフラ施設のＬＣＣ算出ア

公共施設における供用期間最適化の検討



修繕・建替え費用予測シミュレーション 19

公共施設の修繕・建替費用の試算を行い、共用期間の最適化を検討いたします。
検討例）

各用途における最適解の合計（修繕と建替費用）

現状のまま推移した場合と最適解との比較
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日常点検を実施する施設職員の負担を極力減らしながらも、不具合箇所の早期発
見ができるよう、効率的な点検手法をご提案いたします。
またマニュアルに記載する劣化の写真は、可能な限り長野市が保有する公共施設
を対象と致します。

 施設保全に関する職員研修の実施
実施時期：平成28年3月（公共建築物点検マニュアル策定完了）付近
実施内容：１日の間に複数回分けて実施

＊日本管財（株）が実施した某県職員研修の様子


